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論文
マルクス経済学の
近代経済分析的再検討
保坂 直達
近年，マルクス経済学の再検討ないし展開が，近代経済学の側から行われ始
めているのは周知の通りである。だがその際，ランゲ（文献2)以来その再検
討の主流は，労働価値説は不問に付して専らマルクスの再生産シェーマないし
蓄積論にその出発点を見出そうとしている如く思われる。
ランゲは，マルクスの価値論の不備・不統一を指摘し，その体系を価値論と
社会発展の理論とに二大別することにより，後者の理論こそ（しかもそれのみが）
近代経済学との整合に適した体系であるとした。レオンチェフ（文献3)が逸早
く，またシュンペーター（文献8)が重ねて指摘したように，マルクス経済学の
視野に含まれている範囲は，その対象をより狭く限定した近代経済学をはるか
に超えており，その体系に含意されている大きさは学ばるべき多くのものを含． 
んでいる。注意されねばならぬのは，その導出方法に様々な批判を含むとはい
ぇ，上述のマルクス体系の大きさを構成する，非経済的動因の役割とメカニズ
ムの説明や社会的現実がどのようにして個々人の精神に反映するかの分析等を
一貫している彼のヴィジョンを裏付ける理論上の根源がその価値論に存すると
いうことである。このことに対する評価が，マルクス体系評価の一つの基準で
あって，たとえばシュンペーター（文献8)の如く貨幣論を除けばリカードから
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出発してリカードを超えた体系1)とも考えられるし， またサムエルソン（文献
12)のように「二流のリカーディアン」とも主張されることになるのである。
以下で論述しようとするのは，その労働価値説をも含むマルクスの「経済理. . . . . . 
論」を近代経済学的用具を用いて再検討することであり，また近代経済分析的
見地から現在如何なる理解・検討が行われているかを整理することである。そ
の際シュンペーターの次の主張2)には十分留意するつもりである。 「第 1に，
いやしくも純経済学的な分析に関心を寄せる人は，何人もマルクスの無条件的
成功を語り得ないこと，第2に，いやしくも豪壮な（マルクス体系の）構造に注
目する人は，何人もマルクスの無条件的失敗を語り得ないこと」である。
論じられる対象はあくまで純経済理論の枠内のものに限られる。以下で検討
されるのは，①労働価値説の斉合的理解の可能性，③転形問題の検討と解決へ
の示唆③マルクスの諸概念の再検討を通じてのマルクス・モデルの展望，④マ
ルクス的動態論の吟味，である。
(1) Schumpeter, 文献 8,訳書 pp.42~3.
(2) Schumpeter, 文献 8,訳書 p.80.括弧内の言葉は筆者が附した。
〔I〕
J. ロビンソンは，文献4において， マルクス的価値論は， 循環論であっ
て，「『価格に転形』しなければならない価値に到達するまでに，まず，価格を
価値に転形しなければならない」a)とし，「労働値価説はずっと以前からすでに. . 
理論ではなくなり，一つの信条となり果てた」4) のであり，マルクスの理論の
いかなる実質的部分も労働価値説に依ってはいない」s)と主張した。 シュンペ
ーターですら， 「もともと相対価格の 1決定因たるにすぎない価値を，相対価
格ないし交換関係とは別の何物かであり，それらとは別個に存在するものであ
るとなすこと」6)はマルクスの妄想であって，「第 1に，労働価値説は完全競争
の場合以外には全く働かない。第2に，完全競争の場合ですら，労働が生産の
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唯一の要因でなく労働がすべて一種類でないとすれば，円滑には働かない」7)
とし，「労働価値説の中には（マルクスが意図したような）特に社会主義的なもの
は少しもない」s)と主張した。
これらの主張は要するに，斉合的な労働価値説の理論としての存在の可能性
と，そこに含まれる真の内意を問うものである。その解答を見る前に，ロビン
ソン自身のその後の見解の変化を知っておくのは無駄ではなかろう。すなわち
上述の如く 1947年の文献4では労働価値説を放棄したロビンソンは， その後
1955年には，価値論を「価格理論の第一次接近としては良好なもの」9)とし，
また1956年の『蓄積論』では「複雑さが，相対価格決定の説明としての労働価
値説の単純さをそこねてはいるが，おおよそその一般化としてはそれは妥当で
ある」10)と述べている。ロビンソンの見解の変化は労働価値説の斉合的な理論
としての存在とその有意性を認める方向への示唆を与えており，実際，置塩教
授の文献 9• 11• 21は優れたその解決と展開を示している。以下置塩教授の展
開を概括してその意図を検討しょう。
先ず， a;;GOは標準的生産方法を示す第i財の生産に投入された第 j財を意
味する生産係数であり， hは第 i財を 1単位生産するのに必要な各生産財に投
下された（蓄積された）労働時間をも含んだ労働時間であって第 i財の（労働）
価値である。また Z;は第 i財を 1単位生産するのに直接投下された（生きた）
労働時間である。そこでn個の財があるとする。また一般に
投下労働量＝労働時間x単位時間に支出される労働量
であるが，右辺第2項は所謂「労働の強度」であり，労働者が生産に従事する
ことによって失う生理学的エネルギーで測られ，社会的標準的労働強度をもつ
1時間を単位として測られる。11)
今，労働の範囲・労働の質・生産財の耐用年数・稼動度が確定される（これ
らの確定については文献(1)を参照）と，一般に次の如き体系が成立する。
(1.1) 生産方法 (a;1, a12, ……, a1n, Z;) 
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＂ (1. 2) 労働価値 t; =2fl;;t; + Z;
i=1 
(i=l, 2, . , n) 
文献Ulで説明されている如く，採用された生産方法 (1.1)が生産することが無
意味な程劣等でない限り， n個の連立方程式 (1.2)は”個の未知数t;を決定す
ることができ， t;は全て正となる。（ただし， (1.1)において各組の a;;のどれか1
つと Z;とは正とする。）つまりここにおいて上述の諸批判に対して，労働以外の
生産財をも含む生産において全ての労働価値 t1(i=l,2,…，n)が一義的に斉合的に
決定されることが明らかにされている。
更に，人間が自然に働きかける場合の能力を示す労働生産性ー一生産にたず
さわる人々の協業と分業を通じての労働生産性ーーは， t;が生産物 1単位の生
産に必要な直接・間接の全労働時間であることから，
(1. 3) 各種の財の生産における労働生産性=1/t;
である。また，財の再生産が永続するためには今期消耗した人間の労働能力
（労働力）が再び次期において労働できる状態に恢復・再生産されていなければ
ならないが，（労働力の再生産には， 自己のエネルギー の回復・ 次の世代の養育・訓練
を含む）， それに必要な消費財の種類と質は， その社会での歴史的社会的事情で
決められているとすれば，—必要な消費財はm種でそれぞれ 1 日の労働力の
再生産のための必要量をBとすれば，
(1. 4) 1日の労働力の再生産に必要な消費財の量と質
= (B1, B2, ………, Bm) 
また 1日の間に支出される労働量(T)の大きさと強度はその社会の社会的事情
によって決められるとすれば，
bm Bm = -T 
B1 妬＝―'妬＝B2 、 T T' として，
(1.5) 労働 1時間当りで測った労働力の再生産のために
必要な消費財の種類と量=(b山妬，……，如）
故に一般に，
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(1. 6) 
?
金
m 
T=匹ゅ
i=l 
Pi q;=-
O> 
ただし，かは第 i財の価格， w(=I:;bか）は貨幣賃金率であり， q;は第i財で
表わした支配労働価値に外ならない。
ところで，第 i財の価格をかとすれば，
は，
(1. 7) 
｛か＞立ぁ+Z;w
P;>O 
正の利潤（冗;)が存在するために
(i=l, 2・・・・,n)
w>O 
でなければならない。すなわち，
冗;=P;ー L'Zi必ーZゅ
両辺を 0 で除せば，
(1. 8) 
(1. 9) 
詈＝な—立心—Z;=q;ーLfl;iq i-Z; 
q戸立;;q;+Z,叶冗;/w 冗Jw>O
それ故， q;Iま，
t;=L,(l山 +Z;
の解 t;と
炉工必＋冗;/ro
の解l;との和に等しい。すなわち
(i=l, 2, ・・・, n) 
q;=t;+l; 
従って， 一般に正なる利潤が存在するためには，次の同値の命題が成り立つ。
(1.10) 
? ?
? ? ? ? ? ?
??? ? ?
? ??ァ
4~4
(i=l,2, ・・・,n) 
すなわち，諸財の単位当り支配労働価値 (qりはその（労働）価値 (t;)より大
きい，
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か，実質賃金率(<≫/か）は労働の生産性 (1/t;) より小さい，ということろが
利潤の存在のための前提である。ここにシュンペーター（上述）の否定した労
働価値説の意義を見出すことは容易であろう。
更にまた，一般に正なる利潤を含む価格 (p;)は，平均利潤率をrとして，
P;= (1 +r)(LJJ; 如 +Z;ro)
で表わされることから，
(1.11) 平均利潤率が成立する価格状態
fiq;=Lft;; む+Z; P 1 ＝ l+r (i=l, 2, ・・, n) 
が加えられる。ここで再び整理をなせば， (1,6)の Tと (1.4)の (B1,B2,
……, Bm)とが与えられれば，換言すれば (1.5)の (b山妬，……，如）が与え
られれば， (1.1)の生産方法が既知として，方程式は (1.2), (1. 6), (1.11) 
の合計 2n+1個から労働日の長さや労働者の得る消費財の種類や量ー。一賃金
の大きさや財の価値とは独立的に， 2n+1個の未知数 t1,q, rが決定される
ことが明らかである。その際， (1.1)の生産方法が正の純生産物をもたらさな
い程劣等でない限り， (1.2)で定まる t,は正であり，また同様な (1.1) につ
いての制約と，実質賃金率が剰余労働をもたらす程に低く， P,>o,w>Oであ
れば， (1.6), (1. 11) で求められる q;とrは正で有意である。 これが労働価
値説の真の内意であり，全体系を貫く論理であることは容易に理解されるであ
ろう。12)
なおここで置塩教授（文献21)で示された価値論の意義を述べておくのは有益
であろう。だがその前に，＇以上で用いられた特殊な記号をマルクスの用語に直
してその関連を明らかにしておこう。18)
第i財部門での不変資本を C;, 可変資本を加剰余価値を S;とすれば，以
上での記号のマルクス自身のそれとの関係は次の通りである。
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c;+v;+s;=t; 
213 
(1.12) 
， 
C戸 :Ea;;t;
i=1 
k+n 
む=:Ea;;t1 
J=k+1 
贔 ん十n k+n k+n 
S; =t; ー:Ea;出ー :Eb;Z,t;=Z; ー エ a1;t;=Z1(1-工b必）
J=1 i=k+1 i=k+1 J=/,+1 
また生産量を出とすれば，
k+n 
総剰余価値=~S;功
i=l 
(1.13) k+n 本＝エ (cけむ）出
1=1 
平均利潤率＝一一ー・匹江i =r 
:E(c;+v;)出
総
?
ただし，財は全部でn個あり， そのうち (1,2, ……，k)は生産財であり， (k+
1,k+2, ……，k+n)は消費財である。
労働価値説のもつ内意は次の通りである。 (1.6)を書き換えれば，
(1.14) のT=匹 ;p;
正の利潤が存するためには
(1.10) g,>t; or p;Jm>t; 
でなければならないから，故に，
(1.15) 
この意味は，
T>四出
1日の労働日の長さ (T)が，生活のための必要諸商品の価値
—必要労働時間—（エB出）より大であることである。つまり利潤が存する
ためには，必要労働時間を超える剰余労働が行われなければならないというこ
とに外ならない。つきつめていえば，資本制経済においては，「持たざる」階級
である労働者は，生活資料なしでいるよりは資本家に労働を止むなく提供しな
ければならないのであり， かかる労働の必然性は剰余労働を発生させ， そこに
正なる利潤一一これが資本制経済の特色である一が存する根源があり， そも
そも「雇用なる現象」が生ずる14)基がある，
や失業の量や原因がたずねられるよりも前に，
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が資本制経済の特徴をなすことを追求するのが，労働価値説の中心的意義であ
り， マルクス経済理論を貫く意義だといいえよう。 15)16) (以上の論議の成立こ
そが後に「価値法則の貫徹」といわれる内容をなす。）
(3) J. Rob切s暉，文献 4,p.138. 
(4) Ibid., p.137. 
(5) Ibid., p. 26. 
(6) Schumpeter, 文献 8,p.44. 
(7) Ibid., p. 45. 
(8) Ibid., p. 107. 括弧内は筆者が附した。
(9) J. Robinson, 文献(10)の中の論文， "Marx,Marshall and Key加 s".参照。
(10) ].Rob切s暉， TheAccumulation of Capital, p. 353. 
(1) これらの抽象的量の可測性と可測方法については，置塩信雄， 文献 11に詳しい。
他方，ツュンペーター（文献8)の次の如き批判は十分考慮の必要があるう。 日<'
「労働価値説は，たとぇ他の一切の商品に妥当するということを許容し得たとしても，
なお労働という商品には決してあてはまらない。何故ならば，これは，労働者が機械
と同じく合理的費用計算に従って生産されていることを意味せざるを得ないからであ
る。しかし労働者はそうでないのだから，労働力の価値がその『生産』に投入される
人間労働時間に比例すると仮定すべき根拠は全くない。」 (p.52)と。しかしながら以
下に示すように，この批判は，マルクスの現実接近の態度の冷徹さを示すには正当で
あるが，その理論展開上の斉合性を批判するには十分ではないと思われる。
(12) しかしながら，価値論の必要性についてはここに間題がある。 (1.1)の生産方法が
有意な水準で与えられたとしよう。従って， (1. 2), (1. 6), (1.11) は価値論から発. . . . . . 
する一貫したマルクス体系をほ匠包っている。だがその場合， (1.1)が有意に与えら
れれば，労働価値説を示す n個の連立方程式より成る (1.2). は，それだけで， n個... 
の未知数 t;を決定するのに十分である。また， 1個の式から成る・(1.6)とn個の式
から成る (1.11)は， (1. 2)とは独立的に n+1個の未知数むと rとを決定する。.. 
すなわち (1.2)と (1:6), (1.11)との間にはいわば「古典派的二分法」が存するこ
とになる。つまり， (1.6)や (1.11)で論議の対象となる， Piや釘や (iJゃr一
これが本来の説明さるぺき「市場経済の経済諸量」である一一ての説明のためには，
(1.2)すなわち労働価値説から出発する必要はないということである。ここに労働価. 
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値説を強いて導入することについての，前述ロピンソンの，「マルクスの理論のいか
なる実質的部分も労働価値説に依ってはいない」という指摘の生きて来る余地が存す
るのではないだろうか？
⑱) 置塩信雄，文献 9'参照。
閥 置塩，文献11,序文を参照。なお，シュンペークー（文献 8)は，「或る物（生産
手段をさす）の所有を社会階級の本質的特徴とする（資本主義の）定義」 (P.31)は，
「軍人を規定して偶々鉄砲をもった人となすのと同程度の合理性しかない」 (p.36)と
し，しかも「階級関係は平常時には本来協調的なものである」 (p.38) と主張してい
る。この主張は，マルクスのヴィジョンの一方的なることを知るためには正当である
が，こういうだけでは，経済の 1つの本質たる「雇用」そのものを考えるという発展
は生じ得ない。
U5l 置塩，文献 21,第1章，第2節で詳細な価値論のもつ意義の検討がなされている。
つまるところ，その中心的意義は，本文に示したところとなるようである。
US) かくて，シュンペーター（文献 8)のいう如く， 「現にそのものとして現存する生
きた実在としての社会階級」 (p.28) というヴィジョンが，シュンペーターの疑念に
もかかわらず，マルクス「経済理論」を貫く必要不可欠の根元となる。
なお，次の考慮も純論理的展開として存しうることを指摘しておくのは重要であ
る。すなわち，労働価値説の意義は，利潤の存在条件が (1.15)で示されることであ
るとすれば，それは実際に支払われる労働の報酬がその産み出す価値よりも小なるこ
と，すなわち「搾販」が存することを明示することに意味がある。もし論理の展開が
かくあるとすれば，「実際に支払われる労働の報酬がその産み出す価値よりも小であ
る」ことを無矛盾的に説明できれば，「搾坂」説にのみ依存する必要はないであろう。
ここに，ペーム・パペルク＝ヴィーザーの「補完一帰属」説が存する余地がある。労
慟は，独立物としても存しうるし，資本と共働するグループとしての「補完的」な生. . . . . . . . . . . . 
産要素として＿ー一般に生産函数の中で考えられる湯合の労働がこれである一＿ーも存
しうる。独立物としての労働の価値は，自然的・社会的な独占的要因によって規定さ
れており，そのため及び生産要素としての労働の本質上，労働は独立物として支払わ
れるよりも，資本と共慟するグル:...プとして支払われる（生産する）方が大なる価値
を得る。賃金支払いにおいては実際には前者の仕方で支払われるため，後者との間に
差額が生ずる。この差額は，労働の独立物としての価値を規定する。その稀少性の程
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度と上記独占的要因に制約されて，それに応じて，企業者へ配分されることになるか
もしれない。かくの如き説明は，この限りでは有効であるように思われる。けだし，
論理上の「搾取」説の正当性は，労力の産み出すものとそれが支払われるものとの.. 
「差額」の存在の説明によるのだとすれば，その「差額の存在」を如何に名付けよう
とも，この限りでは，それを説明する方法としては「帰属」説の成立も認められねば
ならないであろう。（倫理的判断は別にして，論理の展開はしかくあるようである。）. .  . . 
なお, W. Smart, An Introduction to the Theory of Value, 1891 ; reprinted in 
1966, esp. chap. 7を参照されたい。
〔Il〕
労働価値説のもつ意義はそれとして， 『資本論』第 1巻での議論と， 生産価
格を論ずる第3巻との間にある理論上のギャップは，周知の如く，転形問題
(transformation problem) として論じられて来た。これについては別に考察した
ので（文献20), 問題の概要を簡潔に示すにとどめ，その解決法を考えよう。
転形問題はマルクスの価値論と再生産シェーマの両方にまたがるものである
から，いわばマルクス体系の全領域を包う事項に関連しており，その意味では
この問題にどれ程の深奥な重要性を含ませても過ぎるということはない。17)だ. . .
が純理論的に見れば，問題は次のように形式的に整理できよう。
先ず「第1巻」に沿ってマルクス体系を考えれば，「価値表式」として，
(2.1) 
?
?
?
― ― ―
?
?＝?? ???
?
?
???＝＝????
?
?
???
が考えられる。便宜的に 3部門が考えられているが，これは論争が主としてこ
の範囲で行われたことを考慮したに過ぎない。第 1部門は生産財部門，第2部
門は消費財もしくは賃金財部門，第3部門は奢俊財部門をそれぞれ代表的に表
わしている。
他方「第3巻」では「生産価格」が論ぜられるのだが，その際マルクスは「生
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産価値」と「生産価格」とを混同していた。この混同を訂正して (2.1) に対． 
応する「価格表式」を示せば，
(2.2) 
I (cか＋叫加）(l+r)=(c叶 C2+ca)か
l 
(c2か十四加）(l+r)=(V1十四＋匹）加
(caが＋匹加）(1 +r) =(s1 +s2 +sa)Pa 
である。 P1,P2, 加はそれぞれの部門の生産物の（生産）価格であり， rは競
争の結果各部門に等しく成立する平均利潤率である。かくて (2.2)の価格表式
は，抽象的な価値論での (2.1)の価値表式を現実の市場での価格表式に「転形」
したものであるとされる。
そこで問題は， (2.2)は価格か (i=l,2, 3) についての 1次同次式であるか
ら， (2.2)では任意の 1つの価格で測った相対価格は決定され得ても絶対価格
かは未決定となる，ということである。（第V節特に脚注 (49) で後述するよ
うに，この同次性はセイ法則を予想させるものである。）換言すれば， (2.2)で
決定さるべき未知数は， p;(i=l,2,3)とrの4個に対して．それらを決定する
ための方程式は 3個であるから過少決定になる，ということである。転形問題
とは圧縮して形式的に表現すれば以上の問題に外ならない。
従ってこの問題の解決のためには，マルクス体系の中からその主張を損ねな
いような，しかもこの矛盾を解決するに十分な， (2.2)とは独立的なもう 1個
の方程式もしくは条件が与えられればよいことになる。この目的のために考え
られる追加的方程式は，次の 3個の式のいずれかである。18)
(2.3) 
(2.4) 
(2.5) 
:Et戸 :EP;
．匹;=:E(c;か+v,加）r
加 =1 or P2 =1 
(2.3)は，総価値＝総価格を示し， (2.4)は総剰余価値＝総利潤を表わし，
(2.5)は価格のうち 1つが計算基準としてのヌーメレールとなること (Ps=l 
は，第3部門の奢修財を「金」と考えて金 1単位の価格を基準とすることを意
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味しており， P2=lは第2部門の賃金財の価格を1とすることにより賃金率を
基準とすることである）， を示している。 この任意の 1部門の財の価格を基準
とすることは，いうまでもなくその部門の有機的構成が，社会的・平均的なそ. . . . . . . 
の構成と等しいことに外ならない。そしてかくて (2.1)の価値表式と (2.2)の
価格表式とが無矛盾的に成立することは，「価格現象における価値法則の貫徹」
を意味している。
実際この論争への参加者は， このはずれから 1式を追加することを主張して
いる。スウィージィは (2.5)の加=1の採用を主張し， 19)ウィンターニッツ
は (2.3)を， 20)ドップは (2.5)の加=1を， 21)ミークは (2.4)を22)それ
ぞれ採用することを主張したのである。また前節の置塩教授の議論に従えば，
(1. 2), (1. 6), (1.11) で絶対価格かが rとともに決定されるためには，
q;=P;/roを考慮して，貨幣賃金率鉦＝工b,かが与られることが必要であり，
このことが「Tと (Bi,Bぃ……Bm)が与えられれば」 ということによって
意味されている。つまり本節の表現によれば， (2.5)の加=1の採用に外な
らない。ロビンソン（文献4)の労働価値説したがって転形問題自体の否定を除
けば，後述のサムエルソン（文献12)も含めて，論争はともかくその解決方法の
強調点に相異があるとはいえマルクス体系の存立を認める方向一一すなわち
「価値法則の貫徹」支持―•ーに傾いている。
上述の最も厳しい批判者の 1人であるロビンソンも，前第 1節の始めの引用
が示すように，相対価格決定へのアプローチとしてこの問題を考えることが可
能であることを認めており，近年プローグ（文献23)23) もこの線での解決を論
じているが，かくの如く提出された転形問題はそのものとしては一一この留保. . . . . . . 
は後述の議論のためにとっておかれる―ー応解決の考えられる問題である。
ここではロビンソンの示唆に従い，ウィンターニッツ＝プローグに沿って，相
対価格決定への価格理論としてこれを考えることにより 1つの理解を示してお
こう。
簡単化のために， (2.1)を考慮して (2.2)を書き換えれば，
56 
マルクス経済学の近代経済分析的再検討（保坂） 2.19 
(2.2') {ご：：ご：：：：：：））：：:: 
(Csか+vs加）(l+r)=taPa 
となる。ここで t;(i=l, 2, 3)は，前第I節の価値論もしくはそれを代表的に
表わす (2.1) によって既知である。競争により各部門で均等な平均利準率が
成立しているのであるから，
(2.6) l+r= t1P1 ＝ わP2
らP1+V1加 C2か＋匹P2
(2.6)の右側の2項から容易に次式が導出される。
(2.7) t1C21四 +(tiむー ゎC1)m-t砂1=0
ただし m=P1/P2。これは mに関する普通の2次方程式であるから，
(2.8) m= t2ら一t1匹 +v<t2ら一tiv2)2+4t1t砂1C2
2tic2 
なる根として相対価格 m=か／加が与えられる。 この m が与えられれば，
(2.6)の左側の 2項から，
(2.9) r= t1m -1 
c1m+v1 
により， rも求められる。つまり平均利潤率をも含む相対価格決定の理論とし
ては， マルクスの価格表式は有意だということになろう。実際ディキソン2ヽ）
も「価格表式」の役割りを相対価格と利潤率の決定の範囲にとどめることによ
り，追加的方程式の不要なることを主張している。
しかしながら更に絶対価格を決定するためには如何ように考えられようとも
上述 (2.3)~(2.5)のうちのいずれか 1式が必要である。たとえば，ウィンタ
ーニッツがなしたように， (2.3)が与えられたとすれば，
(2.3') t1か＋わ加+ts加＝わ＋ゎ＋ね=t
として25),第3部門についても (2.6)の関係を考え， P2=P1/mから，
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P1= tm(c1m+叫）t1m(cam+匹）+Ct1m+t2)Cc1m+v1) 
Pa= t1(cam+匹）P1 ta(c1m+附）
なる絶対価格を算出することが可能である。
かかる絶対的な価格理論たるために価格表式に必要不可欠たる追加的方程式. . . . 
(2. 2)~(2. 5)は，妥当な内容を持つものであろうか？ もしそうであれば問題
は完全に（絶対価格の決定をも含んで）解決されたことになる。26)． 
先ず (2.3)から検討しよう。 (2.3) の表わしている生産価格の総計は価値
総額に等しい，というのは， 1財が価値以上に売られれば必ず少くとも他の 1
財は価値以下に売られるという周知のマルクスの与えた命題である。 ところ
で，価格とは 1財の価値が貨幣財の一定量で相対的に表示された形態であり，．． 
価値とは第I節で示した如く，社会的必要労働時間を内実とする絶対的な大き
さである。従って価値と価格との量的な比較は無意味であり，これを示す (2.
3)は無内容なものであって，そのままでは価格表式を有意に成立させるため
の有効な追加的方程式たりえないことになる。27)
次に (2.4) の利潤総計は剰余価値総計に等しいという命題は，ある部門で
得られた利潤がそこで生産された剰余価値よりも大ならば，必ず少くとも他の
1部門においては得られた利潤がそこで生産された剰余価値よりも小である，
という有機的構成にかかわるマルクスの命題である。これについては (2.3) 
の場合と同様な批判があてはまる。28)すなわち，生産価格が成立した時に得ら
れる平均利潤は生産価格と費用価格との差額であり，貨幣で表示されたもので
ある。これに対して，剰余価値は「価値」なのであるから，この 2つは次元を
異にしており比較不能である。29) 従って以上を意味する (2.4)は， (2.3)と
同様，そのままでは有効な追加的方程式たりえないことになる。
かくて何らマルクス的命題には直接関係のない，．純粋理論上の想定としての
(2. 5)だけが有効な追加的条件であることが判明する。（もとより (2.5)に様
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々な深奥な意味を持たせることは可能であろうが， (2.5)は単に純理論的仮説
としても存しうるのである）。
本節での転形問題の検討から得られた要点は次の通り。
(1) 転形問題は，価格表式が利潤率をも含む相対価格決定の理論であると解
されることによって，この限りでは問題ではないこと。． 
(2) 価格表式が絶対価格の決定をも含みうるためには， (2.5)が追加されね
ばならないこと。（既述の如く，スウィージィは (2.5) の Pa=lを， ドッブ
と置塩教授は (2.5)の加=1をとっている。）また (2.5)を追加すれば価格
表式は絶対価格決定理論として成立すること。（したがって， (2.3')に依拠す
る (2.10)のウィンターニッツ＝プローグの推論は無効である。）
(3) かくの如く価格表式が有意に成立することは，若干のマルクス自身の推
論の誤りにもかかわらず，価値表式からの一貫性，すなわち価値法則の貫徹
を，この限りでは認めざるを得ないこと。（労働価値説からの主張が， その仮
説性・信条性を別にして理論的に成立すること一ー理論としての労働価値説と
信条としてのそれとは区別されねばならない一）。
(4) (2. 5)が，特に加=1が有意な価格表式の成立のための追加的条件と
して必要であり，かつそれがあれば価格表式（マルクス体系の集約的表現）が成立
する限り，この条件と同値の重要性をもつものとして，賃金率所与に代えて平
均利潤率所与が考えられ得，従って均衡条件と各表式とを区別し，かつ均衡条
件を技術的条件と階級的条件とに分離して， r=所与として消費需要のパター． 
ンにまで究明が到るべきことを主張するサムエルソン（文献12)の分析への道が
閉ざされるべきではないこと。（第IV節参照）
かくて，マ）レクスの諸概念を近代的分析に適するように修正して，マ）レクス
・モデルを考察することが必要となる。
問 たとえば， Blaug文献(23)は，マルクス体系を論ずるのに，転形問題を「大きな矛
盾」として取り上げ，ここにその体系批判の拠点を置いている。
US) 後に示すように， (2.3)~(2.5)は明らかに (2.2)とは独立であるが，更に (2.3)
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~(2.5)の相互間においては独立的ではない。それ故， (2.3)~(2. 5)からはいずれか
1式のみが有効となるだけである。
U9l P. M. Sweezy, The Theory of Capitalist Developme叫 1942; Karl Marx and the 
Close of his System by E. v暉 Biihm-Bawerk'sCriticism of Marx by R. Hi/Jerding, 
ed. with an introd訟 tion,1949. 
(20) /. Winternitz, 文献6.
{2U M. Dobb, A Note on the Transformation Problem, in "On the Economic Theory 
and Socialism, 1954.; A Further Comment on the Tra既formationProblem, E. J., 
Sept. 1957, 
四 R.L. Meek, Some Note on the Transformation Problem, E. J., Mar. 1956.; Studies 
切 theLabour Theory of Val匹， 1956.
閾 その展開は主としてウィンターニッツ（文献6)に負っているが，後者よりも不明
確な論述が目立つ。
渤 H.D.Dik切s暉， AComme叫暉 Meek'sNote on the Transformation Problem, E. 
J., Dec. 1956. 
(25) (2.3')すなわち総価値＝総価格というのは，この湯合，総産出を，生産するのに
必要な労働時間量もしくは貨幣財の価値が変化する限り，また変化する時にのみ，総
ての価格の総計が変化する，ということである。
閾以下の (2.3)~(2.4)の検討氏置塩信雄，文献9に負っている。
岡貨幣財を第”財とし，（従ってPn=三1),その価値を tnとすれば，価格かは，如＝
t.ftnに外ならない。故にかかる P,を集計した :EP戸翌功/tnなる「総価格」は，工t,
なる「総価値」とは次元を異にしており比較不能である。マルクス自身ここで誤りを
犯しているわけだが， マルクスが (2.3)によって本来意としたのは，ェp、ーエt;/tn
であって，その内意は，価格は労慟生産性によって決定されているのだから，その生
産性が確定されている限り，価格の如何にかかわりなく価値総額は一定しているとい
うことである。（置塩，文献9参照のこと。）
姻 ここでは直接的な証明を行わないが，このことから，前掲注0.8lで述ぺた (2.3)と
(2,4)とが非独立的なることが容易に推測されえよう。つまり (2.4)の成立のため
の前提条件が (2.3)であり， (2.4)はその成立の中に当然 (2.3)を含んでおり，
また (2.3)が成立すれば， (2.4)は自動的に成立する。
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(29) 生産価格での利潤総額と t;/tnで表わされた剰余価値総額となら比較可能である。
マルクスはここでも誤っているが，彼の意としたことは， (1)価格の如何を問わず剰
余価値は生産過程で定まること， (2)価格形態で表わされる利潤は剰余価値の別の形
態にすぎぬことであり，これらは， (2.4)の命題に依存することなくいいうることで
ある。（置塩，文献9参照。）
〔皿〕
ここではマルクスの諸概念を吟味しょう。前節の総価値と総価格や，総剰余
価値と総利潤の場合に見られた如く，マルクスは偶々，次元の異なる概念を直
接比較したり加減算したりする。その著しい例は， c+v+s=t というマルク
ス体系の集約的表現の中にすでに集約的に現われている。議論を正確に行うた
めには，レーゲン（文献17)のいう如く，概念の使用に際して「同次元性の原則
(principle of dimensional homogeneity)」が固守されなければならない。ロビン
ソン（文献4,chap. 2)が指摘するように，マルクス自身気付いていた80)とは
いえ， c+v+sの表式は，ストックとフローを混同している。マルクスは c+
V=資本量としているが， C には固定資本の減価分と原料とが含まれている。
便宜上，大文字でストックを，小文字でフローを表わせば，この資本量は次の
如く区別して表現されるであろう。31)
(3_ 1) { k=c+v 
K=C+ V=c/t叶 v/t。
t。らは，それぞれ不変資本と可変資本の年回転率を示す。それ故マルクスの
利潤率の定義は，
(3.2) r'= s = s 
c/t.+v/t0 C+ V 
と書かれるべきである。そこでマルクスが暗黙裡に仮定したように， t.=t.=1
とすれば，その時にのみ，
(3.2') 
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となる。従って前第I節での議論は，より厳密には次の概念によって書き換え
られるものである。
(3.3) 費用価格=tc•C+v
(3.4) 生産価格=c+v+r'(C+V) 
そこで (3.3) は tc=lとすれば， c+vとなり，また (3.4) は lc=t0'=lと
すれば，ほぽ (C+V) (l+r)と範囲相包うものとなろう。以上から導かれる
1つの重要事は，かくて，機械費用と労働費用との比率を表わす「資本の有機
的構成」というマルクス体系の 1つの中心的概念が， 価値タームでの c/vで
表わされるよりは，近代経済分析で用いられる，物理的タームでの資本一労働
比率 K/Lとされた方が判然とその内容が理解される，ということである。82)
ついでに述べれば，近代的用語に直して，
(3. 5) c+v+s=GNP 
(3. 6) v+s=NNP 
がある。 （ただし (3.5) においてはマルクスの Cが原料を含む分だけ二重計
算となって， GNPと相異する。）
以上の修正をなした今，マルクスの主要な定義を吟味しよう。（以下におい
ては， t,=t.=1が成立しているものとする。）「マルクスは，その議論を三つ
の比率によっ展開する。すなわち， s/v搾取率（または剰余価値率）， c/v資本
の有機的構成および s/(c+v)利潤率である。88)
先ず，剰余価値率ないし搾取率を s/vと定義することは正当である。 しか. . . 
しながら，
(3. 7) s/v=a a=const. 
とする時， (3. 7)はすでに定義式ではなくて 1つの仮説すなわち行動式を表.. 
わしている。34)実際マルクスは (3.7) を考えており，そうすることによって
V の函数としての S —剰余価値 S が労働からの搾取の結果としてのみ生ず
ること一ーをここに表現したのである。第 1節の労働価値説の議論を想起すれ
ば容易に理解されるように，賃金率が与えられればその函数として労働費用 V
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が定まり，それによって雇用された労働が必要労働を超えた剰余労働をなすこ
とによって剰余価値 Sが産み出される。ここに労働価値説の主旨があること既
に見た通りである。次節で考察するように行動式 (3.7) が与えられることは
その全体系にとっては通常のモデル仮説の 1つであって，その仮説性が認めら
れる限り何ら問題はない。だがこの仮説性はいわば剣の両匁であって，それは
信条としての労働価値説に自ら切りつけることになる。ブローグ（文献23)は，．．．．．． 
次の如く主張する。労働価値説をそこに込めている「剰余価値」は，マルクス． 
の想定（価値論の範囲内では c/v=const.付1)) に従う限り，資本価値説に転じ
うる可能性をもっている，と。すなわち，
(3.8) a=s/v=s/c•c/v 
であるから， c/v=const.であれば， s/c=a,a=const. となり， これは s/v
=aが主張できるのと同じ内容を同程度に「資本の側から」主張できることに
なろう。故に， (3.7)は行動式であるが，そこには検証可能な仮説体が強く存
し，この限りでは労働価値説は， 1つの，その内部ではコンシステントではあ
るが，その反対命題と競合する余地をもって仮説であることが認められるべき
であろう。
次に資本の有機的構成（資本一労働比率）を吟味しよう。マルクスは， 「技術
進歩が中立である時ー~労働に対する資本の比率が変化しない場合一~有機的
構成は不変であり，技術進歩が資本集約的である時，有機的構成は上昇する」
35) という事態の説明のために， この概念を使用している。ところで C/V,
c/v, C/v, c/ Vのいずれが意味されているかは不明であり 35)—それ故 KIL
の方がベターである一一，加えて仮りに c/vとしても，偶々， c/v,c/(c+v), 
v/(c+v)が雑多に用いられている。36)ストックとフローの区別は別としてマ
ルクスは c/vを主に意としていたようだが，これらの関係を整理しておくのは
有効であろう。すなわち，
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(3.9) C V l c+v = 1 -c+v = 1 -l+c/v 
いうまでもなく，同じ「有機的構成」であっても，その変化の方向に相異があ
り，たとえば， c/vが増加（減少）する時， c/(c+v) は増加（減少）するが，
v/(c+v)は減少（増加）する。このことが理解されれば，いずれの概念が用い
られても支障はない。あくまでも (3.9)は定義である。． 
最後に利潤率 s/(c+v)であるが， これは使用された資本に対する剰余（価. .. . . . . . . . .
値）の比率だとされ， 37)次の如く定義的に分解されて用いられる。
(3.10) s s/v s v s (c 
c+v =冨戸-=v・c+v=v l―c+v) 
すなわち利潤率は，剰余価値率 s/vと (3.9)で述べた3つの仕方で考えられ
た資本の有機的構成のそれぞれとを構成要因とする。そして (3.10)はその限
りではあくまでも定義である。
ここで利潤率均等法則一(3.7)についての議論と同様これはもはや定義式
ではなくて行動式である—を検討しておこう。
マルクスの基本的推論の 1つとして，資本制経済下では競争が産業間の利潤
率を均等化させるという法則がある。 (3.10)から明らかなように， Sキ0 な
る限り (s=Oでは資本制生産は行われ得ない）， (1) c/vが全産業で等しい時
には， s/vが全産業で均等であれば，利潤率 rも均等化する，が， (2) c/vが
産業間で相異なれば，競争により rが全産業で均等化すれば， s/vは産業間で. . . . . 
相異なる。 (1)の条件はマルクスのいう資本制経済では一般的であり得ないか
ら， (2)のみが正当であろう。それ故，サムエルソン（文献22)とともに，利潤率
均等法則は剰余価値率不均等法則を不可避的にその内実とするといわざるをえ. . . 
ない。つまり競争がその本性だとされる資本制経済下では，利潤率と剰余価値
率の両方が同時に「資本に対して」命令を下すことは不可能なのでより， この． 
意味では剰余価値率を意味あらしめる労働価値説はそれ自体としてはコンシス
テントではあるが，利潤率の登場するその一般的経済理論の領域とは「二分法
64 
マルクス経済学の近代経済分析的再検討（保坂） 227 
化」されていることになるであろう。これは，前掲注 (12)で述べた批判と相
通ずるものである。位）
その他の， (1)利潤率低下法則と労働者窮乏化法則との矛盾， (2)実質賃金率
決定の問題， (3)マルクスの予言の不当さ， 等についてはここでは触れられな
い。 (1)と(2)については，シュンペーター（文献8),サムエルソン（文献12と22),
ロビンソン（文献4)および置塩教授（文献9,11, 21)が， ほとんど余す所なく
マルクスの誤りを指摘し，かつその修正を行っている。38)(3)については， レー
ゲン（文献17)やサムエルソン（文献22)が論じている。時折誤解される如<'
NNPが逓減的比率で成長することは，何ら資本主義の崩壊を予測させるもの
ではない。けだし「成長しつつある」経済と矛盾するような逓減的比率で国民
所得が「永続的に」増加してゆくことは不可能だからである。レーゲンはこの
ことを十分に解明している。（後述第V節参照。）
(30) K.Marx, 文献 l,vol. JI, chap. 8「固定資本と流動資本」および， vol.m, chap. 4 
「資本の回転が利潤率に及ぽす影響」
(31) M. Blaug. 文献23参照。
(32) J. Robinson, 文献4,p. 7は述ぺている。「もし， c,v, sの記号を減価と原料費，
賃金および利潤の単位時間当りの比率としてのみ用い， c/vを資本の有機的構成とし
てではなく，雇用された 1人当りの資本というならば，マルクスの意味を損うことな
く，あいまいな点をさけることができる」と。
(3) Ibid., p. 6. 
(34) L. R. Klein, 文献5,参照。
（付 1) すぐ後で述べるように，資本の有機的構成が K/Lと考えられる限り，前述の
(1. 1)の如き生産係数は所与であるから，価値論の範囲内では c/v=const.の想定が
一般的である。
(35) J. Robinson, 文献4,p.140. 
(36) プローグ（文献23)はこの点にかなり不乎をもっているようである。
(37) c+v+sが1年間の生産物のフローとすれば， ここでの C は投下資本ストックで
はなくて，年間の資本の損耗と償却部分であり，したがって s/(c+v)は売上高につ
いての利潤であって，投下資本に対する利澗率ではない。 (P.A.Samuelson, 文献22.
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参照）
（付2) s/vは， (3.7)として考えられ，かつ dが産業間で均等であると考えられる時
には， S が 0 からのみ産出されることを意味し，（後述注(42)参照），これは (1.15)
の示す「搾取」の存在をその内実としていることであって s/v=aが労働価値説を意味
あらしめているといえよう。しかしながら， s/v=aかつ産業間で均等の成立は，労働
価値説の十分条件ではありえても必要条件ではない。サムエルソン（文献22)では，剰
余価値率の均等と平均利潤率の均等が同時には成立しえないことをして労働価値説の
否定の 1つの根拠としている如くであるが（また文献12についての後述第IV節参照），
それは正しくない。けだし，置塩教授によってトランス Vートされているような労働
価値説（前第1節参照）では， 0 を所与とするか， rを所与とするかの差はあっても
いずれかの 1つと，サムエルソンと同様，生産方法 (1.1) またはサムエルソンの技
術係数さえ与えられれば， q;,P;, t; は一義的に決定される。その際， s/vが産業間
で均等であることは必要ではないのである。故に， (3.8)の「剣の両匁」的仮説性で指． 
摘したように， s/vとrの均等が同時には成立しえないということは，それら両者が
同時には「資本制経済の指令官」たりえない，ということを意味するにすぎない。
潤 基本的な重要性をもつ問題でまだ議論の余地があると思われるのは， (2)の実質賃金
率決定についである。第1節で既述の如く，マルクスは，歴史的，社会的な事情によ
って実質賃金率が決定され，しかも産業予備軍の理論により最低生活水準に決定され.... 
る。第1節に沿っていい直せば， (1.2), (1. 6), (1. 11)によって， t;,q;, rが決定
されることを通じて， q;=P;/coとして決定される。その場合，既述の如く (1.5)の
(b1, b2, ……, bm)が最低生活水準に与えられることが，（マルクスに沿う限り）暗.... 
黙裡に前提されている。だが，マルサスの人口法則を否定したマルクスにおいては，
実質賃金率が決定されること自体は無矛盾的に認められるとしても，その決定された
水準が最低生活水準であることは必然的ではない。サムエルソン（文献22)が残され
％ ・
じ た問題として強調しているのもこれである。図にお
いて，今，実質賃金率a,/J がBの水準にあるとすれ
ば， Uだけの産業予備軍への追加が生じ， それが
? ? ?
? ?
（マルクスのいう如く） ro/pを押し下げる。だが
その時に最低生活水準賃金率は AA'の氷準であっ
し てはならないことはないことが認められるなら，点
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eで成立する賃金水準は明らかに最低生活水準を超えている。価値論自体はコンシス
テントなものとして認められるとしても，この点はなお，不明である。
〔IV〕
第I節と第皿節に関する補説。
サムエルソン（文献12)はマルクス経済学の近代的解剖のためには看過できな
い幾つかの主張をなしている。その議論は大別して2つの部分から成ってお
り， 1つは転形問題を「均衡条件」の見地から再検討するための（すなわちマ
ルクス体系の中でのコンシステンシィに関する）ものであり，他は資本制生産. . . 
についてのマルクス的諸命題を検討するためのものである。ここでは簡潔に前
者についてその主張を概括し，以上での本論に関係する部分のみ検討すること
にしょう。89)(後者の議論については，次節で他の諸モデルと一緒に吟味する。）
転形問題論争においては，一般に， (2.1)で示される価値表式での均衡条件
(2.1') c1 +v1 +s1 =cけら+ca=t1
と， (2.2)で示される価格表式での均衡条件，すなわち，
(2.2') (c1P1 +v1P2)(l+r)=(c1 +c2+ca)P1 
との両方が無矛盾的に成立することが暗黙裡に前提されており， (2.1') が価
格表式に転形される際に，そもそも同様な均衡が価格表式下でも成立可能かど
うかを問うことが看過されていた。40) (2. 1')から (2.2')への転形の際に，
(2.1')で成立していた生産諸量 C;,V;, S;, (i=l, 2, 3) が不変であるとい
うことは一般的仮定たり得ないのである。（もともと (2.1')の価値表式での均衡条
件自体が． セイ法則を含むという問題については， 後述の脚注 (49)を参照。）この生
産量変化の可能性を取り入れて数量方程式によるモデルを再構成したのはサム
エルソンの貢献であり，そこから彼が得た結論は，ある一定の部門間の生産量
比率が，同時に価値表式の均衡条件をも，価格表式のそれをも満たす，というこ．．． 
とは一般にあり得ない，ということである。41)彼は，資本家の奢俊財に対する
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需要パターンが不可避的に多部門モデルに導入されることから， （価値表式に相
当する）数量方程式に利潤率と価格とを持ち込むことによってこれを証明して
いる。
しかしながら証明の手続きの過程でのサムエルソンの利潤の定義，
(4.1) r 利潤量= p;X; 
l+r 
は，多分に検討の余地を残しているようである。42)サムエルソンのこの局面で
のモデルは，それ自体としては正しくとも，マルクスを正しく再現していると
はいえない。48)
なお，ここで他のもう 1つの重要な論点に触れておくのは有益であろう。
サムエルソンは，今期の未成熟の生産物と 1期後の成熟した生産物との交換
関係は，市場利子率 rによって規定される，として，
(4.2) 
｛か=(coa1+pふ）(1+ r) ・
加=(coaけ P2妬）(l+r) 
を与える。 a;,b; は所与の生産係数であり，添字1,2はそれぞれ生産財と消
費財を示す。 (4.2)は，価格表式 (2.2)もしくは (1.11) と同じものである
が，マルクス的見地からはこの (4.2)タイプの式が労働価値から演釈される
のに対して，サムエルソンは反対に，前掲注 (41)の引用が示す如く，市場で
の事実現象としていわば時差説的に (4.2)を与えている。
(4.2)の第 1式をか/roについて解き，それを第2式に代入，整理すれば，
(4.3) 加/ro=a2(l+r) 〔1-bi(l+r)〕+a1(1+r)妬(l+r)l-b1(l+r) 
これは実質賃金率の逆数であり， (4.2) と (4.3)は生産費条件を表わしてい
る。これからいいうることは， r=Oの時，実質賃金率は，
(4.4) ro/P2= 
l-b1 
a2Cl-b1) +a~b2 
となり，極大になるということである。つまり rと ro/加とはその変化の方
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向が逆であり，マルクスの予言に反して，利潤率低落傾向は労働者階級の生活
向上に資することになる。
(39) サムエルソンを，転形問題を中心に詳論しているものに， 玉野井芳郎編著， 「マル
クス価格理論の再検討」， 1962がある。また拙稿，文献120でも別にこれを論じた。
（戦 第I節の労働価値説から出発していれば，ここでは既述のように， t, q;, グが同
時的に決定されるのだから，かかる均衡条件の，価値表式と価格表式とでの区別は当
初から発生する余地はない。従って第n節の転形問題の論議はそのまま成立するであ
ろう。 「二分法化」（特に前掲注U2l参照）の問題は，ここでは問題とならない。けだ
し， (1.1)の同じ生産方法が与えられれば， t、も釘も決定されるのであるから，そ
の価値 t;についての均衡案件は， 価格 (P;=c.>•q; , ro=given) についても満され
る筈だからである。
(40 それ故，価値表式か価格表式かのいずれかが放棄されねばならないわけだが，サム
エルソンは「所得や価格を決定する市場はそれを以て始まる」（すなわち， マルクス
とは逆に労働価値よりは市湯の交換価値を中心命題とする）として，価値表式の方を
放棄する。
(42) たとえば， (2.2')の
両辺を 1から引けば，
これを整理すれば，
(c位1+v1加）(l+r)=tiがから，
(c1P1 +v1加）/tiP1=l/(l+r) 
l-(c1P1+v1加）/tiP1=l-l/(l+r) 
〔t辺1一(c1P1十v1加）〕/tiP1=r/(l+r) 
故に， 利潤量=tiP1一 (ciP1十v1P2)=r/(l+r)•t追1
かくて一般に (4.1)が成立することは間違いない。（従って， (4.1)は価格表式の成． 
立を前提している。）だが以上の (2.21) の価格表式からの利潤量の華出一価値表式
ではなく価格表式においてのみ「利潤が利潤率を用いて表わせる関係」が成り立つ
―とサムエルソンの (4.1)を比較すると，（これは取りも直さず， (2.1)の阿鋼表
式とサムエルソンの数量方程式との比較である），． 
ti=c1十c2+ca=a必 +a2ふ+a凶 =X1
t2=V1十v2+vs=Z1X1+Z2X2+ZaXa=L 
ただし X;は生産量， a;,Z; は第1節と同じ生産係数を示す。
すなわち，数量方程式は本来 (2.1)に相当する価値関係の表示であるべきである。． 
従って，たとえば，
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c+v+s=c+v+s(v) 
であるべきなのに (s(v)は利潤とは区別された剰余価値が労働 (v)のみからその
函数として産み出されることを示す）， (4:1)の如き利潤の定義を与えることは，
c+v+s=(c+v)(l+'r)=c+v+r(c+v) 
として S がVではなくて c+vの函数であることを想定することになる。もちろん
(4.1)はすでにP,を華入することによって，価値関係から価格表式へと「自動的に」
変えられているのではあるが，この点の検討は，マルクス体系での価値論のもつ意義
の評価にかかわる重要事であろう。
(43) ゴットタイル（文献15)も異った湯合においてではあるが，「サムエルソンの現実． 
の行動方程式は，マルクスのとった行動方程式を正確には表わしてない」と批判して
いる。もっともこれに応えてサムエルソン（文献16)は，「マルクスの提出した問題
を再問し，近代的分析手法を用いてそれに答えることが重要なのであって，マルクス
そのものの再現など無意味である」となしている。だがここでの問題は， 「マルクス
体系の中での」ことなのである。
〔V〕
再び本稿冒頭のシュンペーターの示唆を想起しよう。マルクス体糸について
いえば，その積極的な評価こそ近代経済学に課せられた真の有効な仕事であろ
う。44)資本主義の運動法則についてのマルクス的諸命題（マルクスの提出した問
題そのもの一~これこそマルクス体系そのものを離れて，その近代経済学的分析化からの
検討に適しかつ値するもの）の解決のためには，近代経済学的な用具でマルクス
体系を再構成し展開せしめることが必要である。すでにその試みは，クライン
（文献5), 山田教授，（文献7), サムエルソン（文献12), ジョルゲスク＝レーゲ
ン（文献17), ブロンフェンプレナー（文献18),森嶋教授（文献24)等によって行
われている。付3)これらを整理・比較・検討するのが本節の目的である。以下そ
れぞれのモデルを主として成長モデルと均衡モデルとに分けて略述し，その内
容を吟味する。
マルクス的成長モデルから始めよう。
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資本財 (K)産業と消費財 (Y)産業の 2部門を考え， 土地が自由財で，今
期に投入された労働と中間資本財とが規模に関する収獲不変の函数45)にした
がって 1期後に産出物を生産するとすれば，一般に生産条件は，
(5.1) 
(5.2) 
{ K1+1=F(Li', K11) , 
Y1+1=f(L/, K21) , 
｛研+1叫 YT窒 L'-
b1Kt+1 十妬 y1+1~Kt
Li'+L2ヽ~L'
Ki'+K/~K' 
(5.2)は，マルクスの固定的生産係数をもっ F,fの想定（前掲注(45)参照）
―生産係数 a1, b1 が一定—から，
L1ヽ~a1K1+1 , L21~a2 Y1+1 , 
K11~ 妬K1+2, K2'~ 妬yt+1 , 
により， (5.1)から特化されたものである。48)ただし，上付きの添字は期間を
表わし，下付きの添字は資本財と消費財の部門をそれぞれ表わす。また L,K 
はそれぞれ労働と資本の所与の総量である。そこで一般的な拡大再生産のもと
では，
(5.3) 
{ Kl+l"."'(1十g)和＝……=(l+g)'_K。
L'+1 = (l+g)L'=……=(l+g)'L。
K。,L。は初期値で， gは恒常的成長率。サムエルソンは一般にマルクス体系
では，固定的生産係数のままでの恒常的成長が考えられているとしている。46)
それ故生産条件 (5.2)は次の如く書き換えられる。
(5. 4) {瓜l+g)K件 a2yt+1=L, 
妬(l+g)和＋妬yt+l=K' 
簡単化のため， K と L に過剰能力なしとして不等号は省略されている。従っ
て，
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(5. 5) { y•u -a, (1-bはむ累岱邸l+g)L'
K'+l = b2 
a2(l-b1(l+g)〕+a1妬(l+g)L' 
ただし， 1-妬(l+g)>Oである。 (5.5)の意味は，労働量 L'と（自然）成長
率gが与えられれば，拡大再生産としての体系の成長が有意な水準で行われる
であろう，ということである。・(q.3)~(5. 5)において， g=Oである時，その
特殊的ケースとして単純再生産が成立することはいうまでもない。
そこで，労働所得と利潤所得との貯蓄性向をそれぞれ 1., <1, とし，賃金分
配率を k., 利潤分配率を k,とすれば，（ただし k,+k.,=1),社会の平均貯蓄
性向 6 は，
(5. 6) a=k.,11.,+k,11,=k.,(11., —11,)+11, 
ただし一般に k,が大なる程 6 は大であろう。したがって (5.6)から，
(5.7) 11=11(r, g) 
と考えられる。ただし rは利潤率。一方，加速度係数 Bは，
(5.8) /3=K/Y=/3(r,g)47) 
で表わされるから，保証成長率 gは，
(5.9) AK S K g=K=--vlア
11(r,g) 
/3(r,g) 
である。かくてマルクス的拡大再生産シェーマは 1つの均衡成長を含む最簡単
な成長論として表示されうるであろう。
以上はサムエ）・レソンに沿う展開であるが，彼によれば， (i)全問題は確定
的な技術的事実（所与の生産係数と L',Kりと確固たる競争的市場の事実（一
定の rの成立）とのみに基づいており， (ii)1.,=1, のとき分配は無関係であ
り， (iii)生産係数の間にわ/a1=b2/a2が成立する時にのみ産業間での剰余価
値率の均等が成立48),従って労働価値説が成立し， k., k, は gから独立的と
なり，故に一般に労働価値説に立つマルクス的成長論では，分配問題がコンシ
ステントには導入されえず，分配率の変化を説明しえない，とされる。
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(i)と (ii)は正当である一つまり上述のモデルはマルクス体系を簡潔に
特徴的に示し得ている一が， (iii)は不当である。けだし，剰余価値率の均
等と労働価値説の成立とは一義的に連結されえないこと，既に第I[節（特に前掲
注（付2)) ・で論じた通りだからである。
今， 1つの典型として近代経済分析の側から考えられたマルクス的モデル
を，サムエルソンに沿って再現したわけだが，以上からいいうるのは次の 2点
であろう。
(i) マルクス体系のモデルである以上，便宜的に労働価値説とは独立的に
モデル構成をなすことは許されるにしても，それはあくまでも「便宜的に」で
あるにすぎない。モデルは，本来，労働価値説したがってそれにまつわる転形
問題等ーその賛否は別にして一の検討をも内包しうるものでなければならない
であろう。
(ii) マルクスが解明しようと試みた主要問題は，① 資本制生産の無政府性
に起因する各産業間の不均衡，換言すれば資本財産業と消費財産業の拡大再生
産下での関係， ② 利潤率低下が蓄積を阻害しその結果投資の減少が雇用量を
低下させ恐慌に到るという，利潤率低下傾向と雇用（産業予備軍）の問題， ⑧ 
生産能力の増大に比して消費がそれ程増加しえないという過少消費説， であ
る。従ってモデルはこれらの解明に資するものでなければならない， であろ
う。
サムエルソン・モデルの修正を意味する上記第(i)点については，プロンフ
ェンプレナー・モデルが論じている。だが彼は転形問題の回避のために，総剰
余価値が総利潤に等しいという追加条件に依存している。これは第Il節の (2.
4)をめぐる批判で指摘したように正当ではない。 また完全競争の想定から，
上で用いられた転形された価格Pゎ加を用いることにより， 剰余価値率と利
潤率の産業間での同時的な均等の成立を想定している。これも第皿節で批判し. . . . 
た如く正当ではない。それ故プロンフェンプレナー・モデルは一般均衡モデル
としては成立しえない。これら 2点を除けばそのモデルの意図は有効である。
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（しかしながら，上記マルクス体系のモデル化のための必要事項 (i)は満たされてはい
ない。）すなわち，一般的拡大再生産の均衡条件は，
(5.10) ら +vけ S1=C叶 C2+g(s叶 S2)
or 叫 +(1-g)s1=c2+gs2
均衡成長率ー完全雇用成長率ではない一 g=Oのとき，単純再生産均衡条件と
なるのはいうまでもない。49) (5.10)は，その 2番目の式の左辺にか．を，右
辺に加をそれぞれ乗ずれば価格表式となる（ただし上述の転形化の失敗を省み，
いずれかの価格をヌー•メレルとする）。また，第皿節（特に脚注（付 2) および (42))
で述べた如く剰余価値率 (S') は雇用労働量ー一可変資本 V に表わされる一—•
の函数であるから，今，失業率を Uとすれば，逆に，
(5.11) U= U(S') , dU/dS'>O 
で表わせるであろう。これは可逆的な函数であって，
(5.12) S'= u-1c U) , dS'/ d U>O 
でも表わしうる。ところで， (5.10)の価格表式化したものから，
(5.13) r= S' 
l+k 
が導かれるであろう。ただし r は平均利潤率， k=平岳—。 (5.12) を用いれば
(5.13)は，
(5.14) r= u-1(U) 
l+k 
これは利潤率低下と雇用の関係ーー前述マルクスの主要論点 (ii) の®—ーを表
示する。すなわち，資本家の利潤追求は労働節約的技術進歩を産むことにより
一方で資本の有機的構成 kを高める50)とともに他方で失業率 Uを増加させ，
ついに利潤率は低下傾向をもつであろう。プロンフェンプレナー・モデルの特
徴は (5.12)にあり，それが (5.14)を成立させることを通じて，従来の (5.
13)の次元での rの変化方向の不確定さをなくして，労働節約的技術変化さえ
与えられれば，利潤率低下と労働階級の雇用状態の悪化との両立を示した。だ
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がこれは第VI節での rの低下と実質賃金率の上昇の併発性を否定するものでは
ない。51)
実際，ジョルゲスク＝レーゲン・モデルでは，マルクス的な基本的な資本家
の行動様式を満たし一前掲注 (47)参照一ーかつ産出の成長率と不変資本の
成長率との比率が逓増的であるような場合を証明して，資本主義の崩壊予想を
否定している。52)
以上の諸モデルと比較する時，マルクス体系を成長循環モデルとして捉える
森嶋モデルは， ① (5.9)のような成長率決定関係を， マルクスの主要概念を
用いてよりよく特徴的に示しており，R前述 (2.2)や前掲注 (49)で述べた
マルクスにおけるセイ法則一―—この故にマルクスでは需要側の分析が軽視され
る—を排除した修正を行ってモデル化しており， ⑧ 剰余価値率一定の想定
を，それと併存しえない均等利潤率所与の想定—第皿節参照—を廃して，
それと区別してとっている， 53)という利点をもっている。他方，前述 (ii)のマ
ルクスの主要問題の解明という点からみると，そこで述べた①～⑧ のいずれ
もが変動の原因たりうるモデルであることが必要だが，森嶋教授も認められる
如く，その⑧の過少消費説に重点が置かれたモデルとなっている。また価値論
との繋りが絶たれているようだが，この点は上述の利点の⑧――—剰余価値率一
定で所与の想定こそ労働価値説からの有効な連絡を示す（第m節参照）――•によ
り，また労働価値説から始めた本稿では十分その補強が可能であろう，
要点のみ示そう。すべてリアル・タームである。 (3.5)の如きマクロの GNP
とマルクスの主要概念を示す定義式がその出発点である。
(3.5') GNP= Y,=C、+V,+St 
(5.15) u=C,/V, , m=S1/V, , v=V,/Y,54> 
(5.15)はすべて所与のパラメーターである。マルクスでは， C1/Vi=-"C、/,dV,
=U 55)および St!Yt=.dS1/.d V,=mの想定が一般的であるから，これを用い
て (3.5')を (5.15)のタームに直して変形・整理すれば，
(5.16) g=,dY,/Y1=ma/(u+1) 
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が導出される。 aは蓄積率 (O<a茎1)を表わし， .JCけ .JVi=aAS1と考
えられるものである。（後述 (6.3)の比を参照。） (5.16)は， (5.9)のよう
な形に比して， m,a, uを明示的に含む利点をもつ。ところで (5.16) はか
かる均衡成長率の存在を示している如くであるが， この導出過程では蓄積の残
余 (1-a)S1は必ず消費に向けられ，それ故生産量に丁度等しいだけの有効需
要の存することが暗黙裡に仮定されている。これは前述のマルクスにおけるセ．． 
イ法則の成立に外ならないが， これが生ずるのは， (3.5')-—これは (2.1)
の均衡条件を内包しておりその故にセイ法則が生ずる一ーから出発したことの
必然的結果である。 セイ法則を除去するためには， マルクスの貯蓄＝蓄積＝
投資の想定を修正して， 近代分析におけると同様， 貯蓄と投資の独立性を認
めればよい。かくて，サムエルソン（文献22)は労働価値説の否定を根拠に需要
側の要因の不可避的導入を主張するが，同じことが労働価値説の上に立って修
正可能となる。進んで， デューゼンベリー仮説を導入して，「資本家の蓄積意
欲を上昇因とし，過少消費を下降因とする成長を伴う景気循環論」56)が巧みに
構成されるが本稿では以上にその特徴点のみを示すに留める。
最後に，マルクス体系の一般均衡モデルとして， クライン・モデルを検討し
よう。以上に見て来た如<,人はそれぞれの強調点と目的に従ってマルクス体
系を好む形でモデル化することが可能である。クライン・モデルは，前述のマ
ルクスの主張 (i)の価値論の展開にまで及んではいないが，その (i)のマル
クスの主要テーマを示すには十分な，その意味で一般的な均衡モデル化に成功
しているといいうるであろう。
Rは消費を， Iは純投資を， Zは固定資本 (Z-1は期首に存在する固定資本ス
トック）を， Yは (3.6)で定義されたのと同様 NNPを， Sは資本家階級が
うけとる総剰余価値を， Vは労働者階級がうけとる総賃金（総可変資本）を，
それぞれ表わす。すべてマルクスの階級分析によりマクロ・タームを示すべく
大文字が用いられ， リアル・タームである。（ここにクラクイン・モデルは価値論
およびそれにまつわる問題からの断絶がある。だが後述するように，剰余価値率均等の命
76 
マルクス経済学の近代経済分析的再検討（保坂） 239 
題ー一第皿節で述べたようにこの命題は労働価値説との有意な連絡を示す一ーの取扱いを
通じて，労働価値説から始めた本稿では十分その連絡を補うことができよう。）モデルは
簡単化のためにリニアー・タイプで示される。
(5.17) R=ao+a1S+a2 V 
(5.18) l=fio+fi1S+凡Z-1
(5.19) V=-Yo+'Y1 Y+乃t
(5.20) Y=S+V 
(5.21) Y=R+I 
(5.22) JZ=l 
(5.17)~(5.22)は，未知数 R, V, S, I, Z, Yの計6個を決定して完結的
である。最後の 3式は定義式であり，近代分析的なモデル化のために， (5.20)
は Yの要素支払面を， (5.21)は Yの生産面を示すべく与えられている。
(5.17)は総消費財需要を表わし， a1と a1 はそれぞれ資本家と労働者の限界
消費性向であり，マルクスではり=1,0 <a1 <1とされているが，より一
般的にいずれも o<a;<lであってよい。 (5.18)は総資本財（不変資本）需
要を表わす。マルクスでは第1部門の資本家行動のみ規定しており，第Il部門
のそれは残余的・自動的に定まるものとされているが，いずれも第I部門と共
通に (5.18)の如く考えられた方がベターであろう。明らかに， fi1> 0, fi1 
く0だが，特に後者は注意さるべきである。マルクスは労働価値説の主張を通
じて剰余価値率の一定を仮定したこと，及びそれこそその故に労働価値説が意．． 
味をもつ彼の理論上の仮説であること，第1I節で既述の通りである。けだし，
利潤率は (3.10)の如く展開されるが，もし分子の剰余価値率が一定であれ
ば，その時にのみ，資本蓄積の結果 (Z-1の項で表わされる）有機的構成が上昇
すれば利潤率が下落し，ひいては投資意欲が阻害されることが一義的に示され
るからである。すなわち，マルクスの停滞理論の表現である。 この関係が fi2
く0に集約的かつインプリシットに表わされている。 57)
(5.19)は雇用量決定を示す。マルクスでは Sと V との間に第1I節 (3.7)
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に表わした如き比例関係が想定されており，一般に
(3. 7') S=S(V)=a V , a=const. 
であること既述の通りだが，これは逆函数として，
(3. 7°) V=S-1(V)="'/S , S=const. 
となる。この意味は，雇用労働者は常に資本家の行動が結果するものだけを受
けとる，というマルクスの主張に外ならない。この (3,7°)にトレンド (t)項
を補えば， 一般的な， 資本家行動の結果としての労働需要を規定する (5.19)
が等出される。（ただし (5.20)を考慮して Sの項は Yに代置される。）なお， a。,
f3o, Yoは独立項を示す常数である。
以上のクライン・モデルは，マルクスの再生産表式の他の数値例を近代分的
に再構成したものであり，有効需要理論との対比を目的として組立てられてい
るが58), マルクス体系の利点を示す次の如き特色を備えている。
(a) (5.18)に関して述べた如く，利潤率低下法則を停滞理論として積極的に
評価している。 (b)賃金は，需要構成因であるとともに費用構成因であるが，
通常のモデルはこのいずれかの役割のみが強調せられるのに対して， (5.17) 
の Vはその需要構成因としての役割を， (5.18)のs-一(3,7°)によりこれ
は Vに外ならない一ーはその費用構成因としての役割を， 同時に等しく組込
んでいる。 (c)(3. 7')の仮説としての有意性の積極的評価から， V/Y=const. 
59) すなわち労働所得分配率の恒常性がマルクス命題として導かれうる。60)
(d)マルクスでは自動的な最低生活水準賃金率の決定が主張されているが， こ
れは前掲注 (38)に述べた如く十分な説得力ある議論たりえない。クライン・
モデルではかかる自動的賃金決定機構を含ましめる余地がなく， (5.19) は最
低生活水準賃金率所与の想定に代わる，十分マルクス的な想定を表わしてい
る。 (e)このモデルではマルクスの想定に立ちながら， しかも分配率の変動が
考察可能である。すなわち，資本家階級の支出性向と労働者階級のそれとの関
係から， a1+/31~ 四に応じて，利潤から賃金への所得の再分配が Yを減
少・不変・増加させるであろう。（マルクスでは， a2=l> a1 + /31の想定の
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ため再分配効果は Y増加をもたらす。また，資本制生産の必然性として，蓄
積→投資の関係からいわば外生的に決定される傾きの強い Iの想定のため，
/31の意義よりも a1と四だけが強調されがちである。）
(4) 実際，ロピンソン（文献10)は，失業（産業予備軍）と独占（資本家の必然的運動
法則）とをマルクスの利点として引き出し，「不完全競争論」と「資本蓄積論」を提．
出した。
（付3) これらの中で，労働価値説したがってそれにまつわる上述の諸問題に言及して
いるのは，サムエルソンだけである。（それ故，特に前第IV節の補論が必要であっ
た。）
(45) ある生産物 1単位当りの生産に必要な資本財と労働盤とが与えられていて（第 I節
の (1.1)の如く，生産係数が所与とされている），その値が当該生産物の生産量とは
無関係である，という，規模に関する収獲不変の生産函数こそ，マルクスが一般に想
定したものである。
(46) 前節での利潤率低下法則においても暗示されるように，固定的生産係数の想定を一
般的としているが，利潤率と賃金率との相反関係は，生産係数が可変的であっても，
認められる。ゴットタイル（文献15)は，「マルクスは第m巻で，特定の生産局面で
の有機的構成の：：：乎均化：：：を考えているから，技術係数が固定的でない湯合を含んで
おり，サムエルソンの技術係数一定というのはマルクスの一般的想定ではない」とし
ているが，この限りではこの批判は当を得ているとはいえないであろう。サムエルソ
ン（文献16)と同様，置塩教授（文献21)も，一般に技術係数一定を想定している
が，それが可変的であっても，利潤率低下法則が誤っていることを指摘している。
(47) (5. 5)から導出されうる K/Yは，所与のパラメーターと g とのみから成ってい
る。 (5.8)に rが瑯入されるのは， Bが蓄菰率や利潤という資本家の行動決定の基
本的要因を内包することの故であるう。けだし，スウィージィ (TheTheory of Ca-
pitolist Development, 1942, p. 187)のいうように，「資本主義の基本的特徴は，剰余
価値の逓増してゆく割合が蓄租に向けられ，蓄積の逓増してゆく割合が投資されるこ
とである。」後述注(52)の(7),(8)式を参照。これらの事情をヨリ明示的に示している森
嶋モデルの方がヨリ良い表式である。
（他） サムエルソン（文献12)の17)~(10)の諸式の展開を参照。
(49) (5. 10)はマルクスの均衡条件そのものであるが，その単純再生産均衡条件の場合
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にヨリ明らかな如く，この (5.10)は第1部門の需給均等から導出されているが，同
じ均衡条件は第2部門での均衡を同時に含んでいるということは，セイ法則の想定に
他ならない。つまりマルクス体系は本来セイ法則の上に立つ「古典派的」モデルなの
である。ッョウル（文献19)は， ミルとマルクスの最大の相異点をセイ法則の認否に
求めている。マルクスクス自身 (5.10)の内意に気づかずにセイ法則否定を主張した
のであるが， vョウルはこの点を看過して誤っている。更にまたこのことは次の如き
プロンフェンプ Vナーの批判を成立せしめる。「両部門での成長率が同一の gではな
くて相異なる湯合には，生産構造の変化を生ずるわけだが，マルクス的均衡下ではこ
の可能性が否定されてしまっている」と。
(50) マルクスではKは技術状態によってのみ技衡的に決定され，相対価格や利子率は何
らKに作用を及ぼさない。
(5fi ショウル（文献19)は，これに関し次の如くマルクスとミルとの基本的ヴィジョン
の相異を指摘している。すなわち，利潤率低下を認める湯合， ミルでは既に高まって
いる高水準の国民所得での蓄積停滞による成長の停止と考えられているのに対して，
マルクスでは利潤率低下はある最低限界水準への低下が意味されており，したがって
蓄積は再投資されず，消費支出も減少し，専ら保蔵が行われ， (5.10) の均衡条件が
こわれて，デフ V・ギャップが生じ，均衡成長率gからの現実の成長率の乖離は，その
下向するときにーは「崩壊」へ，上向するときは「発散」へと， ミルの如く高所得水準
での停滞ではなくして，資本主義体系の根本的変動を生ずるものと考えられている。
かかるマルクス的ヴィジョンは，むしろミルのような循環成長に置き換えられること
が，後述の森嶋モデルで主張されている。
閾 ジョルゲスク＝レーゲン・モデルは次のように表わせる。大文字はストックを，小
文字はフローを表わす。用いられる記号は次の通り。 yはNNI,Cは家計消費， aは
純蓄積， 0 は労慟階級のうけとる賃金， sは資本家階級のうけとる剰余価値， lは資
本家消費， V は可変資本 (V)の増分， Kは不変資本 (K)の増分である。
(1) y=c+a 
(2) y=Q)+s 
(3) s=l+a 
(4) a=v+k 
(5) K=.t(ro+l+v) 
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(6) V=μ@ 
(7) a=a(s) , da/ds>O , -fs-(f)>o 
(8) k=k(a) ， dk/da>O , ¾(¾)>o 
(9) dV/dt=v , dK/dt=k 
決定さるべき未知数は， V,K, y, c, a, ro, s, l, v, kの計10個。他方， (3),(4), 
(7), (8)から逆函数 l=l(k),v=v(k)が得られ， (5),(6), UOlから
k= lv+ l(dv/dk+dl/dk)dk/dt 
この微分方程式が k(t)を決定するから，体系は完結的．である。 (ll-(4)は周知の定義
式で， (5)は加速度原理に通ずる生産函数， (6)はマルクス独特の賃金率の社会的・歴史
的規定を表わす。 (7)と(8)はマルクスの資本主義ピヘーピアのヴィジョンを示す。
（前掲注(4りのスウィージィの引用を参照）特記すべきは， (5)と(6)で， マルクスでは
l=μ=lなるような特殊的時間単位がとられていることである。 l,μ はいずれにして
も定数で，一種の技術係数だが， μ=const.であれば， (6)はマルクスの否定した賃金
基金説」に外ならない。前述のセイ法則と同様，ここにもマルクスの用語の不徹底が
現われている。 Vーゲンはこのモデルからの結論として， (7),(8)を満たし，かつy>O,
k<Oであるような tの函数が存在すること，つまり資本主義の崩壊予想が否定される
ことを導いている。
閾 後述クライン・モデルの項参照。
(54) v= V1/Y, がマルクスの主要概念であること，その導出，それにまつわる問題等に
ついては後述注(59)と(60)参照。
閲 労働節約的技術進歩による c,;v,の変化の問題については， プロンフエンプレナ
ー・モデルや後述のクライン・モデルを参照。また森嶋教授（文献24,pp. 127~8)も
別にこの変化を考えている。
(56) 森嶋通夫，文献24,p.126, なおこのマルクス・モデルは過少消費説的変動論とし
て優れており，本文に示した若千の欠陥をもつとはいえ，マルクス動態論の考察には
ー読の必要があろう。
(57) 換言すれば， (5.18)は資本の拡張が無限には継続しえないという正当な命題とし
ての利潤率低下法則の積極的評価に外ならない。また， (5.18)に利子率が明示的に
表われないのは，マルクスにおける貨幣論や利子論の非重要性（もしくは欠如）の故
81 
24ム 醐西大學『網済論集』第17巻第2号
である。
なおマルクスでは資本制生産の必然性としての蓄積→投資の想定から， f11>0よ
りは f12<0の意義が重視されがちである。
なお，プロンフエンプレナーとクライン一森嶋との間には，マルクスの利潤率低下
傾向の解釈に相異がある（いづれもそれが 1つの正しい趨性的命題であることを認め
る点では同じである）ことが注意さるべきである。どちらも， (3.10)の利潤率の「定義
式」をマルクスの本意に沿って「行動式」に転化している点では同じであるが，プロンフ
エンプレーナーでは(5.14)は，剰余価値率を失業率の函数とすること一ー(5.12)一
により，その右辺では労働節約的技衡進歩が， Kの増加と右辺の分子の減少とを同時． 
的に惹起することを通じて左辺の rが低落することが考えられている。これに対して. 
クライン＝森嶋では， (3.7')の如く S/V=const.の仮説の有意性―これが「定義
式」の「行動式」化をなす—を認めることにより，森嶋モデルでは (5.15) の V=
V,! 巧が，クラインモデルでは(5.18)の中で本文に示したような関係が，想定される
S/V 
ことから， (3.10)で r=ー の右辺の分子は一定で，技術進歩が C/Vを上l+(C/V) 
昇させる時それ自体が利潤率 rの低下傾向をもつと考えられている。
(58) (5.19)と (5.21)を (5.17)へ代入すれば Yの函数としての消費函数がえられ，
(5.19)と (5.20)を (5.18)に代入すれば， Z(短期では一定）と Yの函数としての
投資函数がえられる。かかる縮められたモデルは，ケインズ体系とほぽ同内容のもの
である-0
(59) (5. 20)の両辺を Vで除し，整理すれば，
V/Y=l/(1+S/V) 
S/V=const. を認めれば， V/Y=const.が必然的となる。
(60) ここで 3っのことが注意されねばならない。 (i)前掲注(59)で示した如<, V/Yは
労働所得分配率を意味すると同時に， V/Y=vという前述森嶋モデルでの主要パラメ
ーターの 1つたる一種の労働・産出比率をも表わしている。 Vーゲン（文献17)は，
「産出と可変資本または産出と雇用との間には何ら技術的関係は存してはいない。従
って，その総生産函数は産出と不変資本との関係のみを含む。雇用量は，資本家が認
める可変資本量によって決定される（注，この関係は (5.19)に内包されていること
上述の通り）のであって，技術的条件によって決定されるのではない」と主張する。
だが (3.7')を有効な仮説として認める限り，この主張は当らず， V/Y =v=const. が
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必然的である。ただ，明示的には S/V=const.または V/Y=const.が，同一モデル... 
の中では，雇用函数 (5.19)やレーゲンの生産函数と同時的に独立的な決定関係たり．．．．．．．．．．．． 
えないというだけである。 (i)マルクスの利澗率低下法則は労働者の窮乏化法則と両
立するという点では否定さるべきで後者が成立しないこと，第W節で述ぺた通りであ
る。そのことがここで，マルクス命題に内包されるものとして労働所得分配率の一定... 
性として表現されるのである。 (iii)労働所得分配率の一定性は，周知の如く，古く
から分配論の 1つの中心的命題とされ，それを解明することがカルドア以来分配諭の
主要課題とされて来た。クラインも分配率の一定性を疑っていない。しかしながら，
この分配率の一定性自体がなお疑問の余地ある問題であろう。たとえば， R.M.Solow, 
The Constancy of Relative Shares, A. E. R., Sept.1958. は，「疑問の余地」を十分
に論じている。
〔VI〕
なお検討を要するものとして，止田教授（文献 7)のマルクス的成長モデルが
ある。それはマルクスの 2部門モデルを厳密に再定義し直すことにより，社会
的総生産物の価値 (Y)一 (3.5) のGNP—が，
(6. 1) Yi=(1+k1ハ）1.y。
という成長径路をもつことを示している。ただし， Kは森嶋モデルに等しい蓄
積率， rは利潤率で，添字は部門を表わす。また Y。は初期値である。以上の
労働価値説からの検討を通じて r1よりは剰余価値率タームで表わした方がベ
ターだが，これは (3.10)の定義を用いて容易に修正可能である。61)ともかく
k1r1 > Oの時には発散的拡大再生産， k1r1 =0の時には Y。を保つ単純再生
産，ーl<k1r1<0 の時には縮少再生産が示され得る。その他， 山田教授の
主張点は， ① マルクス的成長モデルは結局 (6.1) に集約されるように各部
門の成長率が等しくなることを含んでおり， 同質的生産構造論となること，
② マ）レクスの均衡条件は， k1/k2=r2/r1を内包しており，これがその拡大再
生産表式をして単線構造をとらしめること，の 2点である。①についてはブロ
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ンフェンブレナー・モデルの個所で論じた通り（特に前掲注 (49)参照），この指
摘は正しく，それはセイ法則の存在と関連するものであり，また③も結局は同
じ問題に帰すること明らかであろう。
更に，生産期間を連続的とすれば， (6.1)から，．
(6.2) Yt= Y,。,ek,r1t
が導かれ，更に，
(6.3) k1r1= S1<+S1". ふ S1<+S1" Cげ Vけ S1S1 C1 + V1 = C1 + V丘 S1.一℃1+ V1 
s y 
＝一ー・―=Sdy K 
ただし， S勺， S1"はそれぞれ S1のうち C, Vへ再投資される部分， Sは貯
蓄， Kは資本ストックを示す。 t資本家の限界貯蓄性向は 1で労働者のそれはゼロと
する。）
(6.4) Y,=~。 •e•"t
が得られる。かくてすっかり近代分析的衣裳に衣更えされたマルクス的成長論
が再登場し，これから様々な議論の展開が可能であろう。62)今はその場ではな
し‘
(゜61) 第m節で論じたように，利潤率での表示を剰余価値率での表示に変えることは単な
る修正以上のことを意味している。すなわち，コンシステントな体系が労働価価説と
の連絡を保ってその基礎の上に築かれるということである。
(62) たとえば，下村治，「経済変動の乗数分析」，昭和27年は，景気的失業を別とすれ
ば，趨性的には完全雇用維持可能であり，また計算により労働生産性の上昇率を年
1.4彩とすれば必要資本成長率は5.6形になることなどを推論している。
以上，本稿では労働価値説の現代的意義を再検討し，その上に立って様々な
近代分析的なモデル構成が可能であることを論じて来た。その際，マルクスの
諸概念や諸命題はそれ自体混沌としているが，その誤りを正し，整理・分析す
ればかなりの近代分析への遺産であることが明らかになることを指摘しようと
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努めた。少くとも次のことは明らかである。マルクス体系は，純粋経済理論の
領域に限れば，それに対する先入的偏見は別にして，近代経済分析の側から以
上に論じて来ただけの深さと幅において，すでに理解され展開され，また将来
も一層そうされるであろう，ということこれである。
マルクス経済学と近代経済学との「対話」の必要が叫ばれている現在，以上
のことは認識されていなければならない。
(15 Mar. 1967記）
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